
宮城県広域防災拠点・圏域防災拠点の整備について 

 

１ 整備の背景・目的 

  東日本大震災時には，消防や警察，自衛隊などの部隊を受け入れる拠点が十分確保で

きなかったこと，また，県内に大規模な物資集積拠点がなかったことから，被災地への

適時適切な支援に支障が生じた。これらの教訓を踏まえ，県では，支援部隊の集結や物

資の集配等の活動拠点として，仙台市宮城野原地区に広域防災拠点を，さらに，県内７

つの圏域に圏域防災拠点を整備することにした。 

 

２ 防災拠点について 

（１）広域防災拠点 

ヘリコプターの大型離着陸場や，大規模な支援部隊の活動・集結拠点，全国からの支援

物資の集積・配送拠点となるほか，災害医療活動の拠点となるなど，全県をカバーする高

次の防災拠点となる。 
（２）圏域防災拠点 

市町村の防災拠点が被災等で利用できない場合等に，支援部隊の活動や物資の集

積・配送拠点としての役割を担うもので，平成 27 年 1 月に，圏域防災拠点となる施

設を県及び市町村が所有する施設の中から 7 圏域 8 箇所選定した。 
  【圏域防災拠点】 

圏域 圏域防災拠点施設 所在地 

仙南圏域 蔵王町総合運動公園（Ｂ＆Ｇ海洋セン

ターを除く） 第１順位 
蔵王町大字曲竹字河原前 1-61 

白石高等技術専門校  

第２順位（蔵王山噴火時を想定） 
白石市白川津田字新寺前 5-1 

仙台圏域 宮城県総合運動公園 利府町菅谷字舘 40-1 

大崎圏域 大崎市古川総合体育館 大崎市古川旭４丁目 5-2 

栗原圏域 栗原市築館総合運動公園（Ｂ＆Ｇ海洋

センターを除く） 
栗原市築館字荒田沢 41-241 

石巻圏域 石巻市総合運動公園 石巻市南境字新小堤 18 

登米圏域 長沼フートピア公園 登米市迫町北方字天形 161-84 

気仙沼・ 

本吉圏域 
気仙沼西高等学校 気仙沼市赤岩字牧沢 155-1 

 

３ 広域防災拠点及び圏域防災拠点の運営主体と機能 

拠点 運営主体 機能 

広域防災拠点 県災害対策本部 

支援部隊の一時集結，宿営 
支援物資の集積，配送 
ヘリコプターの臨時離着陸 
災害医療活動拠点（宮城野原地区） 

圏域防災拠点 県災害対策本部地方

支部・地域部 

支援部隊の一時集結，宿営 
支援物資の集積，配送 
ヘリコプターの臨時離着陸 

 

資料４ 



４ 経過及び予定 

（１）経過 

・平成 26 年 2 月 「宮城県広域防災拠点基本構想・計画」の決定 

・平成 27 年 10月 「宮城県広域防災拠点基本設計（案）」の決定 

・平成 27 年 12月 「広域防災拠点開設運営マニュアル（案）」策定(宮城県総合運動

公園版) 

 ※宮城野原地区の一部供用開始（平成 32年度目標）までの間は，

宮城県総合運動公園を暫定の広域防災拠点とする。 

 「石巻圏域防災拠点開設運営マニュアル（案）」策定 

・平成 28 年 10月 仙台市宮城野原地区のＪＲ貨物ターミナル駅の用地取得 

          

（２）予定 

・平成 29 年 1 月 仙南・大崎・栗原・登米・気仙沼圏域防災拠点の各開設運営マニ

ュアル（案）作成 

2月 市町村と最終協議 

3月 仙南・大崎・栗原・石巻・登米・気仙沼圏域防災拠点の各開設運

営マニュアル完成 

各圏域防災拠点に可搬型衛星通信装置等の通信機器を配備 

・平 成 2 9 年 度 暫定広域防災拠点（宮城県総合運動公園）の一部運用開始 

圏域防災拠点の一部運用開始（仙台圏域除く） 

・平 成 3 1 年 度 宮城野原地区版の「広域防災拠点開設運営マニュアル」策定 

仙台圏域の開設運営マニュアルを策定 

・平 成 3 2 年 度 ＪＲ貨物ターミナル旧駅撤去，広域防災拠点一部供用開始 
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広域防災拠点と圏域防災拠点の資機材整備等スケジュール
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平成３１年度

訓練等で検証・改善
運営マニュアル作成
（宮城野原版）

平成３０年度

【資機材保管倉庫の整備】
・設置の可否，設置場所等について圏域防災拠点の施設管理者
 （市町村，県教育庁等）と調整しながら整備を進める。

【資機材の整備】
・資機材保管倉庫が整備された拠点から順次，資機材を整備
・物資対応（仮設エアテント，ハンドフォークリフト等）
・支援部隊夜間対応（照明機，発電機，ヘリ夜間照明等）
・仮設事務局（大型仮設テント，投光機、長机，椅子等）

暫定運用開始

訓練等で検証・改善

広域防災拠点を宮城
野原地区とするマ
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（暫定版）
運営マニュアル(案)作成
（県総合運動公園版）

(～H27.12）

【通信機器の整備】
・衛星系，地上系
・平時は各支部，地域
　部で保管
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(案)を参考に５圏域の運営マ
ニュアルを作成（H28.1～）

運営マニュアル(案)作成
（～H27.12）運

営
マ
ニ
ュ
ア
ル

資機材等
整備方針

宮城野原整備

運営
マニュアル

資機材整備



被 

災 

地 

（地 

域 

防 

災 

拠 

点
） 

県外 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

•消防 

•警察 

•自衛隊  

支
援
部
隊 

 

•食料 

•水 

•生活用品 

支
援
物
資 

ヘ
リ
部
隊 

宮城県広域防災拠点・圏域防災拠点 開設運営マニュアル概要 

 広域防災拠点（１か所） 
（宮城野原の供用開始までは、暫定施設として県総合運動

公園を広域防災拠点とする。） 

■圏域防災拠点・地域防災拠点と連携■ 

運営主体：県災害対策本部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
広域防災拠点の開設 

までの流れ 
 
 

大規模災害の発生 
 ・地震（震度６弱以上） 
 ・大津波警報（特別 
  警報） 他 

⇓ 
県災害対策本部設置 

⇓ 
拠点により支援を受ける市町村
に災害救助法適用が見込まれる 

かつ 
自衛隊等の支援部隊の大規模
派遣や物資の大規模支援が見
込まれる 
    ⇓           
開設準備指示       
（県災害対策本部     
事務局長が必要と         
認めた場合）             

開設の具申 
（県災害対策本部事務局長） 

⇓ 

開設決定（本部長） 
⇓ 

開設 
（決定から２時間以内を目安） 

        県災害対策本部（県庁） 
 

 

 

【総合対策グループ】 
・ 被害状況の把握 
・ 拠点の開設決定の周知 
・ 支援部隊の拠点への受入調整全般 
【支援部隊の対応順位】  
①各支援部隊の活動計画等による活動拠点の確保 
②県災害対策本部の指示により、広域防災拠点か圏域防
災拠点を確保 

【総合対策グループ（物資担当）】 
・ 物資の受入先，配送手段の調整 
【支援物資配送対応順位】 
①市町村の地域防災拠点 
②民間倉庫群   ③圏域防災拠点 
④広域防災拠点  
※夜間搬入・混載物資は広域防災拠点で受入 

【ヘリコプター運用調整グループ】 
・ 県ヘリコプター運用調整会議の参画機関に離着陸 
場の開設・運営の協力要請 
・ 局地情報提供所を広域・圏域防災拠点に設置 

【機能】 

 ①県全体の人的支援の拠点 

 ②県全体の物的支援の拠点 

 ③県全体の災害医療拠点（宮城野原地区に限る。 ）  

 ④他の都道府県への支援の拠点 

 

【拠点運営業務】 

 ①総括業務  ②部隊業務 ③物資業務 ④ヘリ業務 

 ⑤ＳＣＵ業務（※宮城野原地区に限る。体制等は今後検討） 

 

圏域防災拠点（７圏域８か所） 
（市町村等が所有・管理する既存施設から選定） 

■広域防災拠点・地域防災拠点と連携■ 

運営主体：県災害対策本部支部・地域部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【機能】 

 ①支援部隊の集結機能 

 ②支援物資の集積・配送機能 

 ③ヘリコプター離着陸機能 

 ④他圏域支援の拠点 

【拠点運営】 

 ①総括業務  ②部隊業務  ③物資業務  ④ヘリ業務 

【圏域防災拠点による支援を受ける市町村からの職員派遣】 

 《役割》 

  ・市町村災害対策本部との連絡調整 

  ・市町村の地域防災拠点の開設状況・受入体制の確認 

  ・被災市町村の地理的情報の提供 

  ・一時保管物資の市町村への配送調整 

 《人数》原則１人 

【応援市町村からの職員派遣】 

 《役割》支援部隊・支援物資への対応 

 《人数》応援可能な人数 

【人的支援への対応】 

 ・消防（緊急消防援助隊）への対応 

 ・警察（警察災害派遣隊）への対応 

 ・自衛隊への対応 

 ※必要に応じ，各部隊から連絡員を拠点へ派遣 

   

【物資への対応】 

 ・物資の搬出入業務，在庫管理 

 ・倉庫協会との連携（助言者，フォークリフト運転者の派遣） 

 ・トラック協会との連携（トラックの配送調整） 

  

【ヘリコプターへの対応】 

 ・場外離着陸場（臨時ヘリポート）の開設 

 ・離着陸場における対応 

 

【人的支援への対応】 

 ・消防（緊急消防援助隊）への対応 

 ・警察（警察災害派遣隊）への対応 

 ・自衛隊への対応  

 ※必要に応じ，各部隊から連絡員を拠点へ派遣 

【ヘリコプターへの対応】 

 ・場外離着陸場（臨時ヘリポート）の開設 

 ・離着陸場における対応 

【物資への対応】 

 ・物資の搬出入業務，在庫管理 

 ・倉庫協会との連携（助言者，フォークリフト運転者の派遣） 

 ・トラック協会との連携（トラックの配送調整） 

 

圏域防災拠点の開設 

までの流れ 
 

大規模災害の発生 
・地震（震度６弱以上） 
・大津波警報（特別警報）他 

⇓ 

県災害対策本部設置 
⇓ 
 
 
 
 
 

     
 
     ⇓        ⇓     
 
 
 
    

⇓ 

開設決定（本部長） 
⇓ 

開設 
（決定から２時間以内を目安） 

拠点により支
援を要する市
町村長から本
部長へ開設
要請 

県災害対策
本部事務局
長から本部
長へ開設の
具申 

拠点施設の被害状況の確認 
施設所有者からの同意確認 

（県災害対策本部） 
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